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研究成果の概要（和文）：　我が国の集落対策は集落の維持・再生を絶対的命題として取り組まれてきた。だ
が，実際には消滅する集落が現れており，今後は急激に増加するものと思われる。本研究では，居住者実態がな
くなった無住化集落の分布を明らかにすることとともに，どのような地理的条件の集落がどの時期に無住化して
いったのかを明らかにした。また，無住化の恐れがある集落の実態についても把握することで，集落が無住化し
ていくプロセスを動態的に明らかにした。さらに，無住化後も通い耕作などを通して集落は活用されている実態
から，集落の無居住化後も，一定期間は集落が活用されることも明らかにした。

研究成果の概要（英文）：   The present study was to clarify the actual condition of the 
non-habitation process of marginal settlements extremely small-scale, making it impossible to 
maintain the community. In addition, this study elucidated the mechanism of becoming absent 
settlements finally. However, many cases were seen, even residents of the settlements became 
nothing, the ownership of the land, remaining farmland, also continue to be used farmers’ houses. 

研究分野：人文地理学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
総務省過疎対策室の調べによれば，2010

年度の時点でわが国の過疎地域には 64,954
集落が存在し，このうち 10 年以内に消滅す
る可能性のある集落は454であると推計され
ていた。また，直ちに消滅しないまでも，い
ずれ消滅する可能性がある集落は 2,342，高
齢者比率が 50％を超える集落は 10,091 にも
達している。このような過疎地域における集
落の小規模・高齢化は年々進行しており，こ
れまで行政を中心に集落の維持・再生のため
に様々な施策が講じられてきた。1970 年代
の過疎法施行以降，これらの施策は様々な形
で行われてきたが，いずれも集落の維持・再
生を大前提としており，集落の消滅について
は視野に入れられてこなかった。 
だが，実際には集落は消滅している。先に

示した総務省の調査によれば，過去４年間に
66 もの集落が自然消滅しており，もはや看過
できない値となっている。このような問題に
対して，人文地理学の分野においては早くか
ら研究がはじまっており，坂口（1977）に代
表されるように，「廃村問題」としてその実
態は克明に記録されている。また，ジャーナ
リストの佐藤（1997）は秋田県内の廃村を網
羅して『消えた村の記録』として紹介してい
る。 
このように，集落の小規模・高齢化が極端

に進むと，最終的には消滅する集落が出現す
ることは免れない。近年では篠原（1997），
藤田（1998），西野（2003）などの優れた先
行研究があるものの，いずれも集落の実態を
静態的に捉えており，集落の小規模・高齢化
と消滅を一体的に捉えていない。このような
問題意識から，申請者はこれまで集落の消滅
を動態的に捉え，集落の消滅期におけるター
ミナルケアの重要性を鑑み，「むらおさめ」
を提唱してきた。 
これまでの研究において，集落が消滅する

プロセスはある程度把握してきた。だが，実
際の集落においては，定住者が消滅した後も，
通い耕作や，農地・森林・家屋の管理などが
続いている場合が多い。また，管理実態がな
くなった集落においても，元住民による土地
の所有実態に変わりはない。すなわち，集落
が無住化したとしても，集落が消滅したとは
いえない。 
これら一連の問題を鑑みた場合，そもそも

集落はいつ頃発生したのかといった根源的
な問題にも立ち返る必要がある。また，どの
ような地形的条件の集落が無住化している
のかについても明らかにする必要がある。こ
うした問題については，無住化した集落にお
ける地域資源の管理実態を明らかにするこ
とで，地域の変化を空間的に捉え，他地域と
の関係性から解明しようとする人文地理学
的研究は不可欠である。特に，集落地理学の
伝統を継承する農村地理学的研究手法を用
いることにより，集落の無住化過程を整理す
るとともに，集落の資源管理実態がなくなり，

真の意味で消滅するプロセスを動態的に把
握する必要がある。 

 
２．研究の目的 
本研究では居住者実態がなくなった無住

化集落の分布を明らかにすることにより，ど
のような地理的条件の集落がどの時期に無
住化していったのかを明らかにする。また，
無住化の恐れがある集落の実態についても
把握することで，集落が無住化していくプロ
セスを動態的に明らかにする。さらに，無住
化後も通い耕作などを通して集落は活用さ
れている実態を鑑み，集落が本質的に消滅す
ることの見極めを行う。 
本研究では集落の無住化過程を明確にし，

そのメカニズムを解明することに学術的特
色があるといえる。具体的には，無住化集落
の空間的分布とその属性を明らかにしたこ
とで，どのような集落が無住化に至ったのか
について，明確にすることができる。その結
果，集落の存続・撤退の条件や選択肢の客観
的な根拠・指標等を提示することができると
考えられる。一連の研究を行うことにより，
無住化集落の発生と拡大に対応するための
政策提案と無住化危惧集落に対する対応モ
デルを提示することが可能となる。また，本
研究においては集落機能の維持確保が困難
な集落（いわゆる限界集落）に対して，いか
なる社会経済的・制度的・技術的な対策をと
るべきか，その体系・枠組みを提示すること
に究極の意義がある。 
本研究を行うことにより，集落の無住化が

及ぼす地域的影響を客観的に提示すること
ができ，社会的意義も大きいと思われる。な
お，無住化した集落が最終的に自然に帰って
いく実態を明らかにした研究は皆無である
といえる。一方で，そもそも個々の集落がい
つ，どのようにして発生したのかについても
十分な研究がなされていない。本研究では，
集落の発生から消滅までを一体的に捉える
ことにより，集落の盛衰を動態的に把握する
ことに挑戦する。 

 
３．研究の方法 
本研究は，以下のような方法で実施した。 
(1)無住化集落・無住化危惧集落の分布と属
性把握 
・『島根県地名鑑』の昭和 22 年版と平成 18
年版を比較して無住化集落・無住化危惧集落
を抽出し，その空間分布の特徴を明らかにす
る 
・無住化集落・無住化危惧集落の属性を農業
集落カード等から整理し，その特徴を明らか
にする 
(2)無住化危惧集落における資源管理の実態
と無住化への見通し把握 
・無住化危惧集落の中から複数の事例集落を
抽出し，地域管理の手法変化について明らか
にする 
・無住化危惧集落の住民に対するヒアリング



で今後の集落のあり方に関する意識を明ら
かにする 
(3)無住化集落における資源管理の実態把握 
・島根県が所有する集落データを用いて，無
住化集落の人口・高齢者比率の変化を明らか
にする 
・集落の無住化パターンについて類型化し，
類型ごとの特色を明らかにする 
・無住化集落の現地調査を行い，土地利用や
家屋の実態を明らかにする 
(4)集落の無住化・消滅プロセスの一般化 
・無住化集落はどのようなプロセスを経て無
住化に至ったのかを明らかにする 
・集落の発生，無住化，消滅に至るプロセス
の一般化を行う 
 
４．研究成果 
(1)無住化集落・無住化危惧集落の分布と属
性の明確化 
島根県を対象に，無住化集落および無住化

危惧集落を抽出した。その方法は，島根県が
発行した『島根県地名鑑』に掲載されている
集落レベルの地名を初版の 1947（昭和 22）
年と最新版の 2006（平成 18）年とを比較し，
消滅した地名を無住化集落の候補とした。た
だし，消滅した地名の大半は自治会等の再編
によるものと思われるため，候補となった集
落については，住宅地図等を用いて居住者の
有無を確認した。平行して，島根県内全市町
村を訪問し，無住化集落の有無や集落再編の
実態についてヒアリング調査を行った。その
結果，島根県内においては，第２次世界大戦
後 82 の集落が消滅したことをつきとめるこ
とができた。あわせて，それらの集落の位置
も押さえることができた。 
次に，島根県中山間地域研究センターが保

有する島根県集落データを基礎として集落
データベースを構築した。このデータは島根
県が独自に作成した集落単位の人口，世帯数，
高齢者数を把握したものである。このデータ
と 2010 年世界農林業センサスの農業集落デ
ータとを突合させた。しかし，農業集落デー
タは年度ごとに可変されるため，無住化集落
の空間的，社会的，農業的属性を整理するこ
とはできなかった。一方で，「戸数３戸以下」
を基準として無住化危惧集落を抽出するこ
とができた（図１）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ 島根県における無住化危惧集落 

以上のような方法で抽出された無住化集
落・無住化危惧集落について，ＧＩＳを用い
て地図化を行い，空間的分布について考察を
行った。また，地形図を用いて無住化集落・
無住化危惧集落の地理的特徴（集落形態，立
地地形，標高等）を整理し，どのような地理
的条件に置かれた集落が無住化ないしは無
住化が危惧されているのかについて明確に
した。 
 

(2)無住化危惧集落における無住化への見通
しの明確化 
集落の無住化に至るプロセスを動態的に

把握するために，無住化危惧集落を対象に実
態調査を行った。具体的には，研究成果(1)
によって抽出した無住化危惧集落から，複数
の事例対象集落を選定し，ヒアリング調査を
実施した。調査内容は居住者の属性，居住
歴・職業歴，世帯の歴史，非同居家族の属性
等を把握した。これらの調査により，農地・
森林の管理実態を把握し，所有・管理形態に
関する問題を整理することができた。その結
果，現状ではこうした集落の農地・森林所有
管理の実態把握はほとんど行われていない
ことが明らかになった。このような集落では，
今後は農地・森林の非管理が継続し，手がつ
けられない状況が発生することが明確化し
た。こうした状況を避けるためには，地域住
民が共同で土地や家屋を管理することの重
要性や地域内の住民が地域外からの協力者
と協働することの必要性があることが明ら
かになった（図２）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 島根県江津市川平町瀬尻集落 
  （無住化集落）の地形図 
 
さらに，無住化危惧集落に居住する住民に

対して集落が消滅することに対する意識や，
自分の代で家が断絶することに対する考え
を聞き取った。その結果，多くの住民は集落
維持には消極的な姿勢を示し，今後も集落が
存続する可能性が低いことが明らかになっ
た。なお，こうした状況を打破するためには，
無住化危惧集落出身者に対して集落が消滅
する可能性が高いことを積極的に訴える必
要があるとの結論に至った。 
 

(3)無住化集落における資源管理の実態 
無住化集落の住民等が管理する農地・森林

の管理実態を調査し，集落の消滅や限界化が
もたらす国土管理上の影響評価を行うとと
もに，農地・森林等を地域内外の人・組織が



協働管理することの可能性とそのプロセス
を明らかにした。また，限界集落化が水資源
涵養機能や洪水防止機能等に与える影響評
価と対策を明らかにする。 
具体的には，本研究で抽出した無住化集落

を対象としてフィールドワークを行い，農地
や森林の管理実態を概括的に把握した。その
上で，無住化集落の元住民等，関係者への連
絡が可能な集落を複数ピックアップし，それ
らの集落に対しては詳しい調査を施した。無
住化集落関係者に対しては，農地や森林への
通う回数，生産・管理の実態，土地や家屋に
対する将来の見通しなどについてヒアリン
グを行った。また，当該無住化集落が位置す
る自治体に対してもヒアリングを行い，無住
化集落へのアクセス道路や，電気・水道等の
インフラ維持に対する見通しを明らかにし
た。 
具体的な研究対象地域は，島根県江津市松

川町及び川平町である。とりわけ，川平町で
は転出した集落に対しても過去の生活実態
などについてヒアリングを行った（表１）。
また，松川町，川平町が属する江津市に対し
ても，自治体としての見解について問い合わ
せた。 
 
表１ 江津市川平町瀬尻集落居住者の 
  転出年と転出先 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（現地調査により作成） 
 
これらの調査を行ったことにより，集落が

無住化した場合の問題点を把握するととも
に，やむを得ず無住化を迎える集落に対する
ターミナルケアの必要性について提示する
ことに至った。このことは，研究代表者が提
唱している「むらおさめ」について，その有
効性を裏付ける結果となった。 
 
(4)集落の無住化・消滅のプロセスの明確化 

(3)で明らかにした無住化集落における農
地や森林の管理は，永久に続くとは考えられ
ない。おそらくは，転出した元住民等によっ
て管理されていると予想されるが，彼らによ
る管理がどの程度継続するのかについてヒ
アリング等で明らかにした。また，これまで
の研究結果を踏まえ，無住化集落や無住化危
惧集落の発生とそのプロセスを解明した。す
なわち，集落の発生から消滅までを一体的に
捉えることにより，集落の盛衰を動態的に把
握することも一定程度行うことができた（図
３）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３ 江津市松平地区における集落の 

無住化過程 
 
以上のことから，集落の存続・撤退の条件

や選択肢の客観的な根拠・指標等を提示する
ことができ，本研究の社会的意義は大きいと
思われる。本研究の結果は，学会において検
討された他，政府における集落政策を検討す
る研究会で活用されたり，海外におけるシン
ポジウムにおいても招待講演が求められた
りするなど，国内外からの注目を集めた。 
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